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社会福祉法人　全国社会福祉協議会

地域福祉推進委員会
社協における苦情解決の仕組みの留意点

◎苦情解決の仕組みの必要性について

· 平成12年の社会福祉法の施行に伴い、社会福祉事業の経営者は、常にその提供するサービスについて、利用者等からの苦情の適切な解決に努めなければならないとされました。社協も例外ではなくその規定が適用されますが、その対象となる事業は、社会福祉法第2条に規定された社会福祉事業が基本とされ､必ずしも全ての社協活動を対象としてはいなことから、地域住民や利用者との間で苦情解決に関して齟齬を生じている例も聞かれるところです。

· 社会福祉法人を対象とした苦情解決の基本的考え方は、「社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針」（平成12年６月７日大臣官房障害保健福祉部長、社会･援護局長、老人保健福祉局長、児童家庭局長連名通知　以下「苦情解決の仕組みの指針」という）に示されていますが、そこでは、社会福祉法第2条に規定する社会福祉事業以外の福祉サービスを経営する者についても、「本指針を参考として、苦情解決の仕組みを設けることが望まれる」とされています。

· 『市区町村社協経営指針』に示したように、「サービス利用者の権利保護を十分に行う」ために、｢苦情解決の仕組みの指針｣にしたがって各社協において規程を設けることが必要です。多くの市区町村社協では苦情解決の仕組みを作り既に対応しているところですが、全ての社協において苦情解決の仕組みが円滑に機能するよう、地域福祉推進委員会では社協における苦情解決の仕組みの留意点ならびに規程例､様式例を示すことといたしました。
· なお、市区町村社協における「苦情」は、地域住民やサービス利用者からの不平、不満、意見、要望といったさまざまな形をとることから、必ずしも｢苦情｣という言葉がなじまない場合も多くあります。だからといって、最初の対応を誤るとあとあと問題が拗れて、解決に多くの時間を要する場合もあります。

· このため地域住民や利用者の申し入れをただの不満と受け取るのでなく、苦情解決のシステムは意見表明の機会やサービスの質を向上する場であるなど、地域住民や利用者の権利擁護を確保する手段と捉え、誠心誠意対応することを基本に、適切な対応をお願いいたします。

◎社協における苦情解決の仕組みの留意点

１．苦情解決の仕組みの目的

	○苦情への適切な対応により、福祉サービスに対する利用者の満足度を高めるとともに、利用者個人の権利を擁護するとともに、利用者が福祉サービスを適切に利用することができるように支援する。

○苦情を密室化せず、社会性や客観性を確保し、一定のルールに沿った方法で解決を進めることにより、円滑・円満な解決の促進や社協の信頼や適正性の確保を図る。


考え方及び留意点

· 市区町村社協に苦情解決の仕組みを導入することは、一定のルールに沿って苦情を解決することによって、サービスの質の向上につながること、また苦情を密室化せず、社会性や客観性を確保して人権侵害などを防止するものであることなど、地域住民や利用者の権利擁護を確立するための有効な手段として位置づけられます。
· 市区町村社協では地域住民や利用者の権利擁護の視点から、苦情を待つだけでなく、相談を積極的に受け付ける必要があります。相談内容が、どんな小さな社協への不満や不服に類するものであっても、それを受け止めることで社協の運営やサービスの向上につながるとの認識が必要です。

· 苦情の対象となる事業の範囲は、当該社協の実施する定款第2条に定められた社会福祉事業において提供される福祉サービスが中心となりますが、その目的から社会福祉法第2条に規定する社会福祉事業以外の福祉サービスを含むことが望ましいといえます。

· 社会福祉法人を対象とした苦情解決の基本的考え方は、「社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針」（平成12年６月７日大臣官房障害保健福祉部長、社会･援護局長、老人保健福祉局長、児童家庭局長連名通知　以下「指針」という）に示されていますが、そこでは、経営する者についても、「本指針を参考として、苦情解決の仕組みを設けることが望まれる」とされています。

· なお、苦情の範囲から、「法令による制度の改善を目的とする苦情」、「会員である法人、団体が固有に行う事業に関する苦情」を除外して規定することもあります。この場合、事業の対象範囲を第2条に別に規定します。

２．苦情解決体制

	(1)苦情解決責任者

　苦情解決の責任主体を明確にするため、常務理事、事務局長等を苦情解決責任者とする。
(2)苦情受付担当者

○サービスの利用者が苦情の申出をしやすい環境を整えるため、職員の中から苦情受付担当者を任命する。

○苦情受付担当者は以下の職務を行う。

ア　利用者からの苦情の受付

イ　苦情内容、利用者の意向等の確認と記録

ウ　受け付けた苦情及びその改善状況等の苦情解決責任者及び第三者委員への報告


考え方及び留意点

· 制度の実効性を担保するため、経営幹部を責任者とします。正副会長、常務理事の他、コンプライアンスを担当する役員を責任者とすることも考えられます。

· 地域住民や利用者が苦情の申し出をしやすい環境を整えるため、職員の中から苦情受付担当者を任命します。苦情受付担当者は、男性職員、女性職員それぞれ1名以上が望ましいと考えます。

· 苦情を受け付ける仕組みは、苦情受付担当者の任命の他、意見箱、投書箱の設置など、いろいろな形が考えられます。

· 市区町村社協に苦情解決の仕組みを導入することは、地域住民や利用者の権利を擁護するための手段の一つです。この苦情解決の仕組みは、サービスに係る第三者評価や適切な情報開示など、他の仕組みと複合的に整備されてはじめて機能します。このため第三者委員の設置による苦情解決に加え、市区町村社協における各種権利擁護活動の推進、権利意識を高めるための啓発、教育、研修プログラムの実施など、日常的に権利擁護に努める仕組みを構築することが望ましいでしょう。

	(3)第三者委員

　　　苦情解決に社会性や客観性を確保し、利用者の立場や特性に配慮した適切な対応を推進するため、第三者委員を設置する。

○設置形態

　社協は、自らが経営する全ての支所･事業所の利用者が第三者委員を活用できる体制を整備する。

○第三者委員の要件

ア　苦情解決を円滑・円満に図ることができる者であること。

イ　世間からの信頼性を有する者であること。

　　　具体例：評議員（理事は除く）、監事又は監査役、社会福祉士、民生委員・児童委員、大学教授、弁護士など

○人数

　第三者委員は、中立・公正性の確保のため、複数であることが望ましい。その際、即応性を確保するため個々に職務にあたることが原則であるが、委員相互の情報交換等連携が重要である。

○選任方法

　　　第三者委員は、経営者の責任において選任する。

(例示)

ア　理事会が選考し、会長が任命する。

イ　選任の際には、評議員会への諮問や利用者等からの意見聴取を行う。

（職務、報酬　略）

○　職務

ア　苦情受付担当者からの受け付けた苦情内容の報告聴取

イ　苦情内容の報告を受けた旨の苦情申出人への通知

ウ　利用者からの苦情の直接受付

エ　苦情申出人への助言

オ　社協への助言

カ　苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いへの立ち会い、助言

キ　苦情解決責任者からの苦情に係る事案の改善状況等の報告聴取

ク　日常的な状況把握と意見傾聴

○　報酬

第三者委員への報酬は中立性の確保のため、実費弁償を除きできる限り無報酬とすることが望ましい。ただし、第三者委員の設置の形態又は報酬の決定方法により中立性が客観的に確保できる場合には、報酬を出すことは差し支えない。


考え方及び留意点

· 第三者委員は、社協自らが経営する全ての支所･事業所の利用者に対してその立場や特性に配慮した適切な対応が可能であり、また、制度の実効性が確保されるのであれば、支所･事業所ごとに配置する必要はありません。
· 第三者委員は具体例に示された者のほか、当該社協が実施する事業およびその利用者の特性によりその分野に精通した専門家等複数を選任します。

　

３．苦情解決の手順

	(1)利用者への周知

　苦情解決責任者は、事務所や施設内への掲示、パンフレットの配布及びホームページへの掲載等により、利用者に対して、苦情解決責任者、苦情受付担当者及び第三者委員の氏名･連絡先等本規程に基づく苦情解決制度について周知する。


考え方及び留意点

· 苦情解決の仕組みの周知方法としては、事務所や施設内のわかりやすい場所に掲示する、サービス利用時等の機会をとらえ、地域住民や利用者等に直接説明することが必要です。周知にあたっては、わかりやすい表現を用いることが大切です。

· 掲示やパンフレット等のなかで、不満を言っても不利益を受けないということを知らせることも必要です。

· 地域住民や利用者およびその家族だけでなく、利用者の代理人となりうる方にも、具体的な解決までの手順をパンフレット等で周知しておくことが必要です。

	(2)苦情の受付

○苦情受付担当者は、利用者等からの苦情を随時受け付ける。なお、第三者委員も直接苦情を受け付けることができる。

○苦情受付担当者は、利用者からの苦情受付に際し、次の事項を書面に記録し、その内容について苦情申出人に確認する。

　　　ア．苦情の内容

　　　イ．苦情申出人の希望等

　　　ウ．第三者委員への報告の要否

　　　エ．苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いへの第三者委員の助言、立ち会いの要否

○ウ及びエが不要な場合は、苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いによる解決を図る。
(3)苦情受付の報告・確認

○苦情受付担当者は、受け付けた苦情はすべて苦情解決責任者及び第三者委員に報告する。ただし、苦情申出人が第三者委員への報告を明確に拒否する意思表示をした場合を除く。

○投書など匿名の苦情については、第三者委員に報告し必要な対応を行う。

○第三者委員は、苦情受付担当者から苦情内容の報告を受けた場合は、内容を確認するとともに、苦情申出人に対して、報告を受けた旨を通知する。

○苦情解決責任者は苦情申出人との話し合いによる解決に努める。その際、苦情申出人又は苦情解決責任者は、必要に応じて第三者委員の助言を求めることができる。


考え方及び留意点
· 虐待や犯罪等法令違反が明らかで改善を要すると思われる重大な不当行為等に関する内容の苦情を受け付けた場合には、すみやかに都道府県・指定都市担当部局等に連絡することが求められます。

· 特に当該事業の委託あるいは補助を受けている場合については、都道府県・指定都市担当部局等に報告し、指導・助言を仰ぎます。あわせて都道府県・指定都市社協にも連絡し、必要な支援を得ることが考えられます。

	（4)苦情解決に向けての話し合い

　第三者委員の立ち会いによる苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いは次により行う。

ア．第三者委員による苦情内容の確認

イ．第三者委員による解決案の調整、助言

ウ．話し合いの結果や改善事項等の書面での記録と確認

　　なお、苦情解決責任者も第三者委員の立ち会いを要請することができる。
(5)苦情解決の記録、報告

　苦情解決や改善を重ねることにより、サービスの質が高まり、運営の適正化が確保される。これらを実効あるものとするため、記録と報告を積み重ねるようにする。

ア．苦情受付担当者は、苦情受付から解決・改善までの経過と結果について書面に記録をする。

イ．苦情解決責任者は、一定期間毎に苦情解決結果について第三者委員に報告し、必要な助言を受ける。

ウ．苦情解決責任者は、苦情申出人に改善を約束した事項について、苦情申出人及び第三者委員に対して、一定期間経過後、報告する。
(6)解決結果の公表

　利用者によるサービスの選択や社協によるサービスの向上を図るため、個人情報に関するものを除き｢事業報告書｣や｢広報誌｣「ホームページ」等に実績を掲載し、公表する。


考え方及び留意点
· 市区町村社協においては、地域住民や利用者から苦情解決の話し合いが求められた場合を想定し、苦情解決の一連の流れ（①苦情の受付→②苦情内容及び意向の確認→③受け付けた苦情の内容及び対応状況を苦情解決責任者に報告→④苦情申出人と解決にむけての話し合い→⑤苦情を申立てた入所者等に対し、苦情への対応内容について通知）を明確化しておくことが必要です。明確化の方法としては、事務局規程への記載等が必要となります。

· 話し合いで解決されなかった問題については、都道府県社会福祉協議会に設置されている運営適正化委員会に持ち込むことも考えられます。

· 苦情解決の結果については、個人情報に留意しながら、社協が発行する｢事業報告書｣や｢広報誌｣「ホームページ」等に実績を掲載し、公表します。なお、苦情解決の仕組みにのらなかった事例についても、利用者によるサービスの選択や社協によるサービスの向上を図るために公表することが考えられます。
４．書類の整備

· ｢苦情解決｣の体制整備をする際、社会性や客観性を確保し、円滑に実施するため、各市区町村社協では業務の流れに沿って下記の書類を準備する必要があります。

1 苦情受付書　　

2 苦情受付報告書　

3 苦情解決結果報告書　　

◎苦情解決の一連の流れ

（１）制度の周知　　　

わかりやすい表現を用いた事務所・施設内への掲示やパンフレットの配布、サービス利用時の説明などを地域住民や利用者およびその家族に対して行います。なお代弁者となりうる人にも周知します。

（２）苦情解決に向けての話し合い

①苦情の受付（様式第1号）
苦情受付担当者は、地域住民や利用者やその代弁者等からの苦情を随時受け付けます。

この際、担当者は苦情の内容、申出人の意向等の確認、第三者委員への報告の要否、申出人と苦情解決責任者の話し合いへの第三者委員の助言及び立会いの要否の確認を取ります。なお、第三者委員も直接苦情を受け付けることができます。

②苦情受付の報告・確認（様式第2号）
受付担当者は、受け付けた苦情はすべて苦情解決責任者及び第三者委員に報告します。ただし申出人が第三者委員への報告を明確に拒否した場合は除きます。投書などの苦情についても第三者委員の報告します。

第三者委員は、受付担当者から苦情内容の報告を受けた場合は、内容を確認するとともに、申出人に対して報告を受けたことを通知します。
③苦情解決に向けての話し合い
苦情解決責任者は申出人との話し合いによる解決に努めます。その際、申出人又は苦情解決責任者は、必要に応じて第三者委員の助言を求めることができます。

第三者委員の立会いによる申出人と苦情解決責任者の話し合いは次により行います。
・第三者委員による苦情内容の確認

・第三者委員による解決案の調整、助言

・話し合いの結果や改善事項等の書面での記録と確認

（３）解決結果の記録、報告（様式第3号）

受付担当者：苦情受付から解決･改善までの経過と結果について書面に記録します。

苦情解決責任者：①苦情解決責任者は一定期間毎に苦情解決結果について第三者委員に報告し、必要な助言を受けます。

②苦情解決責任者は苦情申出人に改善を約束した事項について、苦情申出人及び第三者委員に対して一定期間経過後報告します。　　　　　

　　　　　第三者委員：苦情解決責任者から苦情に対する改善状況等の報告を受けたり、施設運営の日常的な状況の把握につとめます。

社会福祉法人○○○社会福祉協議会苦情解決に関する規程（例）
（目的）
第１条　この規程は、社会福祉法人○○市社会福祉協議会（以下「本会」という。）が、本会定款（以下「定款」という。）第２条、第○条及び第○条にもとづき実施する事業（以下、「本会事業」という。）の利用者からの苦情に対して社会福祉法第８２条をふまえて適切な対応を行うことにより、利用者の権利を擁護し、事業の迅速な改善を図るとともに、本会に対する社会的な信頼を向上させることを目的とする。
（苦情解決責任者）
第２条　本規程による苦情解決の責任主体を明確にするため、本会に苦情解決責任者を置く。
２　苦情解決責任者は、本会○○をもってあてる。 

（苦情受付担当者）

第３条　本会事業の利用者が苦情の申出を受けるため、本会に苦情受付担当者を置く。 

２　苦情受付担当者は、本会会長が若干名を任命する。 

３　苦情受付担当者の職務は、次のとおりとする。 

（1）利用者からの苦情の受付

（2）苦情内容、利用者の意向等の確認と記録 

（3）受け付けた苦情及びその改善状況等の苦情解決責任者及び第三者委員への報告

（第三者委員）
第４条　苦情解決における社会性や客観性を確保するとともに、利用者の立場や特性に配慮した適切な対応を推進するため第三者委員を設置する。 

２　第三者委員は次に掲げるうちから○名を選任し、本会会長が委嘱する。

（1）本会評議員

（2）本会監事

（3）学識経験者

（4）弁護士

（5）社会福祉士、精神保健福祉士

（6）民生委員・児童委員（経験者を含む）

３　第三者委員の任期は２年とする。ただし、再任は妨げない。欠員が生じた場合の補充委員の任期は前任者の残任期間とする。 
４　第三者委員は次の職務を行う。

（1）苦情受付担当者からの受け付けた苦情内容の報告聴取

（2）苦情内容の報告を受けた旨の苦情申出人への通知

（3）利用者からの苦情の直接受付

（4）苦情申出人への助言

（5）事業者への助言

（6）苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いへの立ち会い、助言

（7）苦情解決責任者からの苦情に係る事案の改善状況等の報告聴取

（8）日常的な状況把握と意見傾聴

５　第三者委員の報酬は、理事会の議決を経て、本会会長が別に定める。

（利用者への周知）
第５条　苦情解決責任者は、事務所内への掲示、パンフレットの配布及びホームページへの掲載等により、利用者に対して、苦情解決責任者、苦情受付担当者及び第三者委員の氏名･連絡先等本規程に基づく苦情解決制度について周知する。
（苦情の受付）
第６条　苦情受付担当者は、利用者等からの苦情を随時受け付ける。なお、第三者委員も直接苦情を受け付けることができる。この場合における苦情受付手順などは本条第２項の規定を準用する。

２　苦情受付担当者は、利用者からの苦情受付に際し、次の事項を｢苦情受付書｣（様式第1号）に記録し、その内容について苦情申出人に確認する。

（1）苦情の内容

（2）苦情申出人の希望等

（3）第三者委員への報告の要否

（4）苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いへの第三者委員の助言、立ち会いの要否

（5）(3)(4)が不要な場合は、苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いによる解決を図る。

（苦情受付の報告・確認）
第７条　苦情受付担当者は、受け付けた苦情はすべて苦情解決責任者及び第三者委員に報告しなければならない。ただし、苦情申出人が第三者委員への報告を明確に拒否する意思表示をした場合はこの限りではない。

２　投書など匿名の苦情についても、第三者委員に報告し必要な対応を行う。

３　第三者委員は、苦情受付担当者から苦情内容の報告を受けた場合は、内容を確認するとともに、苦情申出人に対して、｢苦情受付報告書｣（様式第2号）により報告を受けた旨を通知しなければならない。

（苦情解決に向けた話し合い）
第８条　苦情解決責任者は苦情申出人との話し合いによる解決に努めなければならない。その際、苦情申出人又は苦情解決責任者は、必要に応じて第三者委員の助言及び立会いを求めることができる。

２　第三者委員の立ち会いによる苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いは、次の手順により行う。

（1）第三者委員による苦情内容の確認

（2）第三者委員による解決案の調整、助言

３　話し合いの結果や改善事項等については、「苦情受付書」（様式第1号）により記録し確認するものとする。

４　苦情解決責任者は、解決に向けての話し合いが不調になった場合は、苦情申出人に対し、○○県運営適正化委員会を紹介することができる。

（苦情解決の記録、報告）
第９条　苦情受付担当者は、苦情受付から解決・改善までの経過と結果について｢苦情受付書｣（様式第1号）に記録をする。 

２　苦情解決責任者は、一定期間毎に苦情解決結果について第三者委員に報告し、必要な助言を受ける。
３　苦情解決責任者は、苦情申出人に改善を約束した事項について、苦情申出人及び第三者委員に対して、一定期間経過後、｢苦情解決結果報告書｣（様式第3号）により報告する。
（解決結果の公表）
第10条　利用者によるサービスの選択や事業者によるサービスの向上を図るため、個人情報に関するものを除き｢事業報告書｣や｢広報誌｣及び｢ホームページ｣等に実績を掲載し、公表する。 

（その他）
第11条　この規程に定めるもののほか、必要な事項は会長が別に定める。
付則


　この規程は、平成○○年○○月○○日から施行する。
【様式第1号】　　　　　　　

　　　苦情受付書（例）
　　　　　　　　　　　　　　　　苦情受付担当者：
	受付日
	平成　　年　　月　　日（　曜日）
	苦情の発生時期
	平成　　年　　月　　日
	受付№
	

	記入者
	
	苦情の発生場所
	

	申
出
人
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

氏名
	
	住
所
	　　　℡

	
	利用者との関係
	本人､親､祖父母、子､その他( 　　　　　　)
	
	

	申出人が本人以外の場合は､利用者の氏名､年齢､性別､連絡先を記入

	苦
情
の
内
容
	相談の分類
	①ケアの内容に関わる事項　②個人の嗜好･選択に関わる事項　③財産管理･遺産･遺言等
④制度､施策､法律に関わる要望　⑤その他( 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	
	

	申
出
人
の
希
望
等
	

	備
考
	

	申出人の要望
	□話を聞いて欲しい　□教えて欲しい    □回答が欲しい　　□調査して欲しい

□改めて欲しい　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	申出人への確認　　
	第三者委員への報告の要否　　　　　　　　　　　要□・否□　　確認欄〔　　　　　　〕

	
	話し合いへの第三者委員の助言、立ち会いの要否　要□・否□　　確認欄〔　　　　　　〕


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔書式①表〕
	相談記録
	

	想定原因
	□説明･情報不足 　□職員の態度　　□サービス内容　　□サービス量　　□権利侵害

□その他[　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]

	処理経過
	

	結　　果
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔書式①裏〕
【様式第2号(第三者委員→苦情申出人)】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　
苦情受付報告書（例）
　　　　　　　
　　苦　情　申　出　人　　様
第　三　者　委　員　名　　印
　苦情受付担当者から下記のとおり苦情受付（受付№　）についての報告がありましたことを通知いたします。
記
	苦情の申出日
	平成　　年　　月　　日（　曜日）
	苦情申出人名
	

	苦情発生時期
	平成　　年　　月　　日
	利用者との関係
	本人、親、祖父母、子
その他(　　　　　　　　 )

	苦
情
の
内
容
	


【様式第3号】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   (苦情解決責任者→第三者委員､苦情申出人)
　　　　　　　　　　　
平成　　年　　月　　日
苦情解決結果報告書（例）
第三者委員（苦情申出人）　様
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　苦情解決責任者名　　印
　平成　　年　　月　　日付けの苦情（受付№　）については、下記のとおり解決いたしましたので、報告いたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
	苦情内容
	

	
	

	

	解決結果
	

	
	

	


○社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針について
(平成１２年６月７日)

(障第４５２号・社援第１３５２号・老発第５１４号・児発第５７５号)

(各都道府県知事、各指定都市市長、各中核市市長あて厚生省大臣官房障害保健福祉部長・社会・援護・老人保健福祉・児童家庭局長連名通知)

社会福祉の増進のための社会福祉事業法等の一部を改正する等の法律(平成12年6月7日法律第111号)の施行に伴い、社会福祉法第82条の規定により、社会福祉事業の経営者は、常に、その提供する福祉サービスについて、利用者等からの苦情の適切な解決に努めなければならないものとされます。

そこで、新たに導入される苦情解決の仕組みが円滑に機能するよう、福祉サービスを提供する経営者が自ら苦情解決に積極的に取り組む際の参考として、苦情解決の体制や手順等について別紙のとおり指針を作成しましたので、貴管内市町村(指定都市及び中核市除く)及び関係者に周知をお願いします。

なお、当該指針については、地方自治法(昭和22年法律第67号)第245条の4第1項の規定に基づく技術的助言として通知するものです。

また、社会福祉法第65条の規定により、厚生大臣が利用者等からの苦情への対応について必要とされる基準を定めることとされたこと等に伴う対応については、児童福祉法、身体障害者福祉法、知的障害者福祉法等に基づく各施設の最低基準の改正等を検討しているところであり、追って通知する予定です。
(別紙)

社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針

	(対象事業者)

社会福祉法第二条に規定する社会福祉事業を経営する者とする。

また、前記以外の福祉サービスを提供する者等についても、本指針を参考として、苦情解決の仕組みを設けることが望まれる。


1　苦情解決の仕組みの目的

○　苦情への適切な対応により、福祉サービスに対する利用者の満足感を高めることや早急な虐待防止対策が講じられ、利用者個人の権利を擁護するとともに、利用者が福祉サービスを適切に利用することができるように支援する。
○　苦情を密室化せず、社会性や客観性を確保し、一定のルールに沿った方法で解決を進めることにより、円滑・円満な解決の促進や事業者の信頼や適正性の確保を図る。
2　苦情解決体制

(1)　苦情解決責任者

苦情解決の責任主体を明確にするため、施設長、理事等を苦情解決責任者とする。
(2)　苦情受付担当者

○　サービス利用者が苦情の申出をしやすい環境を整えるため、職員の中から苦情受付担当者を任命する。
○　苦情受付担当者は以下の職務を行う。
ア　利用者からの苦情の受付
イ　苦情内容、利用者の意向等の確認と記録
ウ　受け付けた苦情及びその改善状況等の苦情解決責任者及び第三者委員への報告
(3)　第三者委員

苦情解決に社会性や客観性を確保し、利用者の立場や特性に配慮した適切な対応を推進するため、第三者委員を設置する。
○　設置形態
ア　事業者は、自らが経営するすべての事業所・施設の利用者が第三者委員を活用できる体制を整備する。
イ　苦情解決の実効性が確保され客観性が増すのであれば、複数事業所や複数法人が共同で設置することも可能である。
○　第三者委員の要件
ア　苦情解決を円滑・円満に図ることができる者であること。
イ　世間からの信頼性を有する者であること。
(例示)

評議員(理事は除く)、監事又は監査役、社会福祉士、民生委員・児童委員、大学教授、弁護士など

○　人数
第三者委員は、中立・公正性の確保のため、複数であることが望ましい。その際、即応性を確保するため個々に職務に当たることが原則であるが、委員相互の情報交換等連携が重要である。
○　選任方法
第三者委員は、経営者の責任において選任する。
(例示)

ア　理事会が選考し、理事長が任命する。
イ　選任の際には、評議員会への諮問や利用者等からの意見聴取を行う。
○　職務
ア　苦情受付担当者からの受け付けた苦情内容の報告聴取
イ　苦情内容の報告を受けた旨の苦情申出人への通知
ウ　利用者からの苦情の直接受付
エ　苦情申出人への助言
オ　事業者への助言
カ　苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いへの立ち会い、助言
キ　苦情解決責任者からの苦情に係る事案の改善状況等の報告聴取
ク　日常的な状況把握と意見傾聴
○　報酬
第三者委員への報酬は中立性の確保のため、実費弁償を除きできる限り無報酬とすることが望ましい。ただし、第三者委員の設置の形態又は報酬の決定方法により中立性が客観的に確保できる場合には、報酬を出すことは差し支えない。
なお、かかる経費について措置費等より支出することは、差し支えないものとする。
3　苦情解決の手順

(1)　利用者への周知

施設内への掲示、パンフレットの配布等により、苦情解決責任者は、利用者に対して、苦情解決責任者、苦情受付担当者及び第三者委員の氏名・連絡先や、苦情解決の仕組みについて周知する。
(2)　苦情の受付

○　苦情受付担当者は、利用者等からの苦情を随時受け付ける。なお、第三者委員も直接苦情を受け付けることができる。
○　苦情受付担当者は、利用者からの苦情受付に際し、次の事項を書面に記録し、その内容について苦情申出人に確認する。
ア　苦情の内容
イ　苦情申出人の希望等
ウ　第三者委員への報告の要否
エ　苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いへの第三者委員の助言、立ち会いの要否
○　ウ及びエが不要な場合は、苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いによる解決を図る。
(3)　苦情受付の報告・確認

○　苦情受付担当者は、受け付けた苦情はすべて苦情解決責任者及び第三者委員に報告する。ただし、苦情申出人が第三者委員への報告を明確に拒否する意思表示をした場合を除く。
○　投書など匿名の苦情については、第三者委員に報告し、必要な対応を行う。
○　第三者委員は、苦情受付担当者から苦情内容の報告を受けた場合は、内容を確認するとともに、苦情申出人に対して報告を受けた旨を通知する。
(4)　苦情解決に向けての話し合い

○　苦情解決責任者は苦情申出人との話し合いによる解決に努める。その際、苦情申出人又は苦情解決責任者は、必要に応じて第三者委員の助言を求めることができる。
○　第三者委員の立ち会いによる苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いは、次により行う。
ア　第三者委員による苦情内容の確認
イ　第三者委員による解決案の調整、助言
ウ　話し合いの結果や改善事項等の書面での記録と確認
なお、苦情解決責任者も第三者委員の立ち会いを要請することができる。
(5)　苦情解決の記録、報告

苦情解決や改善を重ねることにより、サービスの質が高まり、運営の適正化が確保される。これらを実効あるものとするため、記録と報告を積み重ねるようにする。
ア　苦情受付担当者は、苦情受付から解決・改善までの経過と結果について書面に記録をする。
イ　苦情解決責任者は、一定期間毎に苦情解決結果について第三者委員に報告し、必要な助言を受ける。
ウ　苦情解決責任者は、苦情申出人に改善を約束した事項について、苦情申出人及び第三者委員に対して、一定期間経過後、報告する。
(6)　解決結果の公表

利用者によるサービスの選択や事業者によるサービスの質や信頼性の向上を図るため、個人情報に関するものを除き「事業報告書」や「広報誌」等に実績を掲載し、公表する。
○運営適正化委員会における福祉サービスに関する苦情解決事業について

(平成12年6月7日)

(社援第1354号)

(各都道府県知事あて厚生省社会・援護局長通知)

本日付けで公布、施行された「社会福祉の増進のための社会福祉事業法等の一部を改正する等の法律(平成12年法律第111号)」の施行に伴い、社会福祉法第83条の規定により、福祉サービス利用援助事業の適正な運営の確保及び福祉サービスに関する苦情の解決を行う機関として、都道府県社会福祉協議会に運営適正化委員会が設置されることとなったところです。

つきましては、運営適正化委員会が行う福祉サービスに関する苦情解決事業について、別紙のとおり実施要綱を定めましたので、管下関係機関にご周知の上、円滑な事業実施が図られるよう、ご配意願います。

なお、当該実施要綱は、地方自治法(昭和22年法律第67号)第245条の4第1項の規定に基づく技術的助言として通知するものです。

別紙

運営適正化委員会における福祉サービスに関する苦情解決事業実施要綱

第1　実施目的

運営適正化委員会における福祉サービスに関する苦情解決事業(以下「事業」という。)は、福祉サービスに関する利用者等からの苦情を適切に解決するため、助言、相談、調査若しくはあっせん又は都道府県知事への通知を行うことにより、福祉サービスの適切な利用又は提供を支援するとともに、福祉サービスの利用者の権利を擁護することを目的とする。

第2　実施主体

事業は、都道府県社会福祉協議会に設置する運営適正化委員会が実施する。

第3　事業の実施体制

苦情解決事業に係る個別具体的な案件については、運営適正化委員会に設置される苦情解決合議体により取り扱うこととする。運営適正化委員会及び苦情解決合議体の組織等については、社会福祉法(昭和26年法律第45号)、社会福祉法施行令(昭和33年政令第185号)、社会福祉法施行規則(昭和26年厚生省令第28号)及び運営適正化委員会等の設置要綱(平成12年6月7日社援第　　号社会・援護局長通知)の定めるところによる。

第4　事業の対象範囲

1　対象とする「福祉サービス」の範囲

事業の対象とする福祉サービスの範囲は、社会福祉法第2条に規定する社会福祉事業において提供されるすべての福祉サービスとすること。

ただし、事業の実施に支障を及ぼさないと認められる場合には、対象範囲を拡大しても差し支えない。

2　対象とする「苦情」の範囲

事業の対象とする苦情の範囲は、次のとおりとすること。

(1)　特定の利用者からの福祉サービスに関する苦情

①　福祉サービスに係る処遇の内容に関する苦情

②　福祉サービスの利用契約の締結、履行又は解除に関する苦情

(2)　(1)以外に、不特定の利用者に対する福祉サービスの提供に関する申し立て

①　福祉サービスに係る処遇の内容に関する申し立て

②　福祉サービスの利用契約の締結、履行又は解除に関する申し立て

3　苦情の「申出人」の範囲

苦情の申出人の範囲は、次のとおりとすること。

(1)　特定の利用者からの福祉サービスに関する苦情

福祉サービスの利用者、その家族、代理人等

(2)　(1)以外に、不特定の利用者に対する福祉サービスの提供に関する申し立て

民生委員・児童委員、当該事業者の職員等、当該福祉サービスの提供に関する状況を具体的かつ的確に把握している者

第5　事業の実施方法

1　苦情の受付等

(1)　苦情の申出は、委員又は常設の事務局が、できる限り常時受け付けること。

(2)　苦情の受付に際しては、内容の確認、書面での整理及び解決方法に関する苦情の申出人(以下「申出人」という。)の意向の確認を行うこと。

その際、事業の対象外である苦情等については、関係機関等を紹介するなど適切な対応を行うこと。

なお、運営適正化委員会による第三者的な判断等を必要とせず、直接、当該苦情に係る福祉サービスを提供した社会福祉事業の経営者(以下「事業者」という。)との話合い等により解決することが適当であると認められる苦情については、申出人又は申出人及び事業者の双方に対して、当事者同士による適切な解決を推奨すること。

(3)　虐待や法令違反など明らかに改善を要する重大な不当行為等に関する内容の苦情を受けた場合には、都道府県知事に対し、速やかに通知すること。

(4)　投書等の匿名の苦情を受けた場合についても、内容に応じた適切な対応を行うこと。

2　解決方法の検討

申出人の意向を尊重しつつ、次の事項の要否など解決のための方法を検討すること。

①　事情調査

②　申出人への助言

③　申出人と事業者との話合い等による解決のあっせん

④　都道府県知事への通知

3　事情調査

苦情の内容の事実確認を行う必要がある場合には、申出人及び事業者の双方の同意を得て、おおむね次の手順で事情調査を行うこと。

①　事業者に対する苦情内容の通知

②　聴き取り又は実地調査などによる苦情の内容に関する事実確認

③　事業者の意見等の聴取

※　なお、運営適正化委員会の行う事情調査その他事業に関連する範囲内において、事業者又は関係職員がその職務等に関する事実を同委員会に伝えることについては、事情調査について利用者の同意を得ていることから、社会福祉に関する法令等において課されている秘密保持義務違反に該当しない「正当な理由」と解される。

4　解決方法の決定

(1)　事情調査に基づき、申出人に対する助言、事業者に対する申入れ等の要否及びその内容の検討を行うこと。

(2)　事情調査の結果、申出人その他福祉サービスの利用者の処遇につき不当な行為が行われているおそれがあると認める場合は、都道府県知事に対し、速やかに通知すること。

(3)　解決方法の検討結果に基づき、必要に応じ、申出人に対する助言や事業者に対する申入れを適切に行うこと。

(4)　検討の結果、申出人と事業者との話合いによる解決が適当と認められる場合は、双方に対し、合議体の行うあっせんについて紹介すること。

5　あっせん

社会福祉法施行規則に定めるところによるほか、次によること。

(1)　苦情の解決のためのあっせんにおいては、合議体の委員があっせん員になること。

(2)　あっせん員は、公正性の確保のため複数名とすること。

(3)　話合いのみで解決ができないと認められる場合は、合議体のあっせん案の提示についての要否を申出人及び事業者の双方から確認すること。

(4)　申出人及び事業者の双方からあっせん案の提示についての要求がある場合には、合議体においてあっせん案を作成し、申出人及び事業者に提示すること。

6　結果の確認

不調に終わったものを除き、一定期間経過後、申出人及び事業者から、解決結果又は当該苦情に係る事項の改善結果などの報告を受け、確認すること。

7　苦情の件数、処理結果等の公表

運営適正化委員会は、少なくとも年に1回、申出のあった苦情の件数、内容、処理結果等について、プライバシーに配慮した適切な方法により公表を行うこと。

8　標準処理期間

事例の積み重ねにより、苦情の受付からあっせん案の提示まで等に要する標準的な期間を公表すること。
第6　その他関連事業の実施について

1　広報・啓発活動

事業について、利用者、社会福祉事業の経営者等に対して幅広く周知を図り、苦情の申出をしやすくするとともに、社会福祉事業の経営者が安心して事業を利用することができるようにするため、事業に関するパンフレットを作成して配布するなど、広報・啓発に努めること。

2　社会福祉事業の経営者等に対する研修会

苦情の解決の仕組みの周知や理解の促進を図るため、社会福祉事業の経営者等に対して必要な研修を実施すること。

3　巡回指導について

社会福祉事業の経営者の段階における自主的な苦情解決が適切に行われるよう、社会福祉事業の経営者の求めに応じて巡回指導を行うこと。

4　調査研究について

苦情を適切に解決した事例を蓄積することにより、苦情内容に応じた解決手順の定型化を図るなど、円滑な事業の実施に資するための調査研究を行うこと。

また、調査研究の成果を書籍等にするなどの取組が望まれる。

第7　他の苦情解決の仕組み等との関係について

福祉サービスに関する苦情への対応については、地方自治体、社会福祉事業の経営者団体などにおいて相談窓口が設けられつつあるが、さまざまな苦情解決の仕組みが整備されることは望ましいことであり、どの仕組みを利用するかは、利用者の選択によることが基本である。

なお、介護保険制度の対象となる福祉サービスに関する苦情については、介護保険法に基づき、国民健康保険団体連合会において対応することが基本であるが、利用者の選択により運営適正化委員会の事業を活用することも当然可能である。

このような前提の中では、介護報酬の一部負担分の支払に関する苦情等、運営適正化委員会での対応が難しい苦情については、国民健康保険団体連合会の窓口を紹介するなど、苦情の内容等に応じた適切な対応を行うことが重要であるため、各地域の実情に応じて、関係機関との密接な連絡体制の整備を図ること。

また、生活福祉資金等、独自の審査機関等を設けているものについては、苦情解決の調査に当たってこれらの機関に照会する等の対応を行うこと。

第8　国庫補助

本実施要綱に基づく事業に要する経費については、別に定めるところにより補助するものとする。
� eq \o\ac(○,秘)�








20
－21－


